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■負担限度額認定とは            

介護保険施設を利用する際の居住費と食費について、 

所得等の状況に応じて自己負担の上限（限度額）を設け、負担を軽減する制度です。 

●対象となる施設 

介護老人福祉施設(特養)、介護老人保健施設（老健）、介護医療院、 

短期入所生活介護及び短期入所療養介護（ショートステイ） 

 ※有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、グループホーム、ケアハウスは対象外です。 

 

■負担限度額認定の要件 

 

■利用までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■宛先・問合せ先   座間市役所 介護保険課 介護保険係 

〒２５２－８５６６  座間市緑ケ丘一丁目１番１号 

 電話  ０４６－２５２－７７１９（直通） 

１ 住民税非課税世帯であること 

 

２ 世帯が別でも配偶者（事実婚等パートナーを含む）がいる場合には、配偶者も住民税 

非課税であること 

 

３ 本人の所得の状況に応じた預貯金等の金額が条件に当てはまること（Ｐ４参照） 

 

※対象になる「預貯金等」は「■預貯金等に関する申告を証明する書類について」 

（Ｐ２、３）を参照 

 

４ 介護保険料の滞納による、給付制限を受けていないこと 

 

介護保険負担限度額認定 申請書類について 

申請する（受付）□申請書 □同意書 □別紙（申請者の本人確認他） □添付資料 

窓口持参、郵送可 

ケアマネジャー、施設職員等による申請書の記入及び申請不可。代行提出のみ可 

 

書類審査       不明な点、書類不備についての確認 

結果通知（認定証交付）  住民登録地または届出済の送付先へ送付 

認定証を施設へ提示   提示がない場合は負担が軽減されません 

座間市マスコットキャラクター 

「ざまりん」 
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■預貯金等に関する申告を証明する書類について 本人・配偶者共必要 
 

 

●預貯金額  提出いただく口座残高の合計金額を記入してください。 

通帳がある場合 

１ 申請直前に記帳してください。 

最終行が２週間以上前の場合、 

最終記帳日を別紙に記入して 

ください。（確認事項 例１） 

 

２ 通帳を開いた１，２ページ目  

次の内容がわかるようにコピーしてください。 

・銀行名 ・支店名 ・名義人名 

・普通預金口座番号 ・定期預金等口座番号 

  （積立等貯蓄性のあるもの全て） 

 

３ 普通預金は、直近約２か月分の入出金がわかるページ 

・年金受取口座の場合は、年金２回分（７月申請の場合４月分と６月分）の入金がわ 

かるようにコピーしてください。 

・長期間記帳がなく「おまとめ」、「合算」等と記載されている場合は、金融機関から明細を 

取得してください。 

・概ね２０万円以上（１０万円を数回も含む）の引き出しがある場合は、その使途を別紙に 

記入してください。（確認事項 例２） 

他の口座に移した場合はその口座名義と入金記録、購入したものがある場合は領収書等を 

添付、手元に保持している場合は、「現金保持」としてその他欄に記入してください。 

 

４ 定期、積立、貯蓄等の残高がわかるページ 

・１で定期、積立、貯蓄等の口座番号が記載されている場合は、その残高がわかるように 

コピーしてください。取引がなくても各種別の 1 ページ目が必要です。 

・ゆうちょ銀行で定期・定額専用の通帳をお持ちの場合は、その取引ページが必要です。 

 

ネットバンキング、ＷＥＢ通帳の場合 アプリまたはパソコンから①～③を印刷してくだ

さい。参照するページ、印刷方法がわからない場合は金融機関にお問合せください。 

①銀行名、支店名、種類、口座番号、名義人名の情報 

②総資産がわかるページ（普通口座、定期口座、外貨預金口座等、取引の有無がわかるようにし

てください） 

③通帳がある場合の３、と同様に入出金の動き、残高がわかるように印刷してください。 

通帳のイメージ 
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●有価証券（評価概算額）  
次の資産がある場合は、申請時点の評価額を合計して記入してください。 

 ・有価証券（株式、国債等） 

・投資信託  

・金・銀（積立購入含む）等、時価評価額が容易に把握できる貴金属 

 

証券会社、信託銀行、銀行等から発行される口座残高証明のコピー（ウエブサイトの印刷

可）、それらがない場合は銘柄・株数等、申請時点の評価額がわかるものをコピーし、添付

してください。 

 

●その他 次のものがある場合は合計額を記入してください。 

 ・現金   

直前に口座から引き出してまだ使っていない場合は、現金を保持していることとみなしま 

す。 

・負債（借入金、住宅ローン等）  

借用証書等、申請時点の残高がわかるもののコピーを添付してください。 

 

 

■申請に関する注意事項 

 ・「預貯金等に関する申告を証明する書類について」は、本人及び配偶者名義のものは全て

提出してください。 

・申請書類に不備（申請書や同意書の記入漏れ・朱肉を使う印鑑での押印なし、預貯金通帳 

等の添付書類・申請者の本人確認書類不足等）がある場合は、審査及び決定までに時間を要 

します。 

・金融機関に預貯金等の照会確認をする場合があります。 

その場合は決定まで数か月を要します。あらかじめご了承ください。 

・申請書類の不備が解消されるまで、認定証の発行はできません。 

・有効期間内であっても、申告した資産額が変動し、要件を満たさなくなった場合は、速やか

に申し出てください。 

・不正があった場合には、ペナルティ（加算金）が科されます。 

 

■認定有効期間 
・認定の適用期間は、申請月の初日から令和７年７月３１日までです。 

・申請月より前に遡って認定することはできませんので、提出日に御注意ください。 

・郵送の場合は、当課での受付日が申請日になります。 

 

■介護保険施行規則第８３条の５第４号に定める特例措置について 
高齢者夫婦世帯で、一方が施設に入所し、施設の居住費・食費を在宅で生活する配偶者が負担

すると生計困難になるような場合、一定の要件を満たすと利用者負担が軽減される場合があり

ます。要件については、担当までお問合せください。 
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【参考】利用者負担段階と負担限度額 
認定が決定した場合には、第１～３段階②のいずれかに該当します。 

利用者 

負担 

段階 
対象者 

預貯金等の 

資産の状況 

負担限度額認定（日額） 

居住費 

食費 
従来型 

個室 
多床室 

ユニット

型個室 

ユニット

型個室的

多床室 

第１ 

段階 

生活保護受給者等 
 

550円 

(380円) 
0円 880円 550円 300円 

世

帯

全

員

が

住

民

税

非

課

税 

老齢福祉年金受給者 

単身：1,000 

万円以下 

夫婦：2,000 

万円以下 

第２ 

段階 

本人の前年の合計所

得金額と年金収入額

の合計が80万円以下 

単身：650 

万円以下 

夫婦：1,650 

万円以下 

550円 

(480円) 
430円 880円 550円 

390円 
【600円】 

第３ 

段階 

①  

本人の前年の合計所

得金額と年金収入額

の合計が80万円超120

万円以下 

単身：550 

万円以下 

夫婦：1,550 

万円以下 

1,370円 

(880円) 
430円 1,370円 1,370円 

650円 
【1,000円】 

第３ 

段階 

②  

本人の前年の合計所

得金額と年金収入額

の合計が120万円超 

単身：500 

万円以下 

夫婦：1,500 

万円以下 

1,370円

(880円) 
430円 1,370円 1,370円 

1,360円 

【1,300円】 

第４ 

段階 

第１～３段階②以外の方 

（負担限度額認定対象要件

を満たさない方） 

 

非該当のため、負担限度額なし 

 
 

（ ）の金額は、介護老人福祉施設に入所した場合、又は短期入所生活介護を利用した場合の額です。 

【 】の金額は、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を利用した場合の額です。 

※第２号被保険者は、利用者負担段階に関わらず、預貯金等の資産が単身1,000万円以下、夫婦2,000万円以下

であれば対象となります。 

 

 

■次に該当したときは、負担限度額認定の段階、適用期間が変更になります。 

●認定期間の途中で、生活保護が開始されたとき 

→変更発生月の前月末までは当初の段階、変更発生月からは変更後の段階となります。 
 

●転居等により、非課税世帯から課税世帯に変わったとき 
 

●認定期間の途中で、資産が要件金額を超えたとき 
 

→変更発生月までの認定期間となります。 
 

●認定期間の途中で、所得の修正申告を行ったとき 

→認定期間の開始日に遡り、修正申告後の所得に基づいた段階での認定となります。 
 

 
 

 

上記の場合、利用者負担段階および適用期間を正しく反映した認定証を交付し、郵送します。 

新しい認定証は、利用されている施設へ速やかに提示し、古い認定証は当課まで返却してくだ 

さい。 


